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研究成果の概要（和文）：公務員は国民への奉仕、「全体の奉仕者」たることを役割とするが、公務への民間参入が急
速に進み、公務員に限定される職務領域は減少している。労働基本権の保障、人件費の削減、人事評価制度の導入など
、民間企業の労働者と同様に公務員をとらえる動きについて国際比較研究を行った。人件費を削減しても、公務の魅力
を維持するために、公務員のモティベーション要因や促進要因に関する研究が世界的に進展しており、日本で研究を進
めるための基礎調査を行った。

研究成果の概要（英文）：The public service domain is diminishing rapidly because the public service 
delivery has opened to the public and private competition and corroboration. All public officials are 
servants of the whole community under the Public Service Law, but the role of them is changing to 
pursuing market productivity and performance. Securing basic labor rights, salary cut according to 
management condition and introducing performance evaluation system are examples of the public service 
reform that the public service should work in an environment close to the private service. This research 
surveyed these public service reforms from comparative perspectives. The public service works in the 
environment of competition, but that is the very reason why the research of Public Service Motivation 
(PSM) is important. It launches fundamental research of PSM in the Japanese context from comparative 
perspectives.

研究分野： 公務員制度論

キーワード： 全体の奉仕者　PSM　政治的中立性　公務労使関係　人事評価制度　非正規公務員

  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）2008 年の自民党政権下での国家公務
員制度改革基本法の制定以降、公務労使関係
に関する議論が進んだ。2009 年から 2012 年
までの民主党政権では、国家公務員制度改革
関連四法案が提出され、公務員に労働協約締
結権を付与し、民間企業の従業員に近い労使
関係を構築することが議論された。歴史的に
みれば、戦後改革で一時的に公務員に認めら
れたが、ただちに制限された労働基本権を回
復する意味があった。しかし、時代状況の変
化に応じて、民間委託や民営化によって公務
の職務領域が解放され、公務と民間企業の職
務領域が類似してきたことが、より大きく影
響している。労働基本権を付与しようとする
ことは、公務員を「全体の奉仕者」という公
務に特有の存在としてみなすのではなく、公
務に従事する労働者としてみなすことを意
味していた。2012 年からの自民党政権以降
は、法案が提出されておらず、労働基本権の
付与は見送られたが、「全体の奉仕者」たる
公務員の役割を再定義し、公務労使関係を見
直す必要は依然として公務上の課題となっ
ている。 
 
（２）先進国では、公務員に労働基本権を付
与しようとする動きと、逆に制限しようとす
る動きが並列しており、公務労使関係は世界
的な転換期にあるといえる。単純化して述べ
れば、欧州は長期的に労働基本権を付与して
きた経緯があり、米国では近年になり制限し
ようとする動きがある。日本での付与の動き
は、欧州の傾向に沿ったものである。欧州で
は、民間委託や民営化を通じて、それまで公
務員が担ってきた業務が民間企業に移管さ
れ、公務員の身分が民間に切り替えられ、公
務員と民間企業との区別を設けることに、あ
まり意味を見いだせなくなっているからで
ある。特に、英国での労使関係の変化につい
て、本研究に入る前に、論文にまとめた（引
用文献①）。したがって、本研究では、労働
基本権を制限している国として、米国を調査
することを初年度の対象とし、2 年目（最終
年度）に日本での議論を対象とすることとし
た。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究は、「全体の奉仕者」たる日本
の公務員の役割を再定義し、新たな公務労使
関係を考えることを目的としている。より具
体的に述べれば、①公務員の役割に再定義を
迫る公務の環境変化を明らかにする、これに
より、公務員は「全体」のために仕事をする
点では変化がないが、「奉仕者」というより
は労働者といえる状況が生じている現状を
示す、②環境変化を受けて、公務員に導入さ
れた、民間企業に近い人事管理の仕組みを明
らかにする、③それらの改革が労使関係にど
のような影響を与えたのか明らかにする、こ
とにある。 

 
（２）上記の目的を達成するためには、国際
比較研究も同時に進める必要がある。そのた
め、①米国の行政改革と労使関係の変化を明
らかにし、財政再建をするために公務員の労
働基本権を制約し、公務員が労働者たること
よりも民主主義を優先する立法措置につい
て調査し、②人件費削減等の改革後も、公務
の魅力を維持するための研究をふまえて、日
本の事例と比較可能かを調べる必要がある。 
 
３．研究の方法 
（１）研究の方法は、文献調査と現地（国外、
国内）調査に分かれる。文献調査は、2 年間
継続して行った。第一に、初年度は米国公務
員の労働基本権の制約に関して、英文の論文
を読み進めた。それによって、米国での労働
基本権制約の経緯、1960 年代以降の仲裁手
続き拡充の動き、2000 年代以降の自治体破
たんと労働基本権制約の動きを把握するこ
とができた。第二に、2 年度（最終年度）は、
そうした公務員にとっては厳しい社会変化
のなかで、公務員のモティベーションを高め
るための研究に関する文献を読み進めた。公
務モティベーション研究（PSM, Public 
Service Motivation）は、1990 年代に米国で
発展したもので、公務の動機づけ要因を明ら
かにし、モティベーションを高める方策、モ
ティベーションを測る手法を開発した。とり
わけ当該研究の嚆矢にあたるペリーの研究
（例：引用文献②）とそれを他国に拡大した
研究を重点的に読み、論点と手法を整理した。
第三に、国内における公務判例について調査
し、中央労働委員会、各県の労働委員会年報
を読み進めた。 
 
（２）現地調査（国外）は、初年度に米国行
政学会に出席し、近年の米国自治体での労使
関係と人事管理の変化について、報告を傍聴
するともに、報告者と質疑応答を行った。さ
らに、ピッツバーグ市でインタビューを行い、
民間委託の進展と PPP（パブリック・プライ
ベート・バートナーシップ）の動きと実例、
それらによる労使関係への影響を聞き取り
した。2 年度（最終年度）は、米国行政学会
で研究報告を行うとともに、質疑応答を行っ
た。国内の現地調査では、公務に関する判例
について、非正規労働問題と労使関係を重点
に調査するとともに、人事評価制度の導入と
労使関係の変化に関して調査を行った。 
 
４．研究成果 
（１）米国での公務労使関係の現状を把握す
ることができた。米国では「主権概念」の成
立によって労働基本権が制約されたが、1960
年代以降、再検証が進められた。スト権を拡
充するのではなく、仲裁手続きを事実上拡充
する動きが広がった。すなわち、日本で起こ
った労働基本権の拡充の動きはすでに米国
でもみられていたのである。仲裁手続きの拡



充により、労使関係は成熟したものの、2013
年にデトロイト市が破たんしたことは、公務
での退職金や人件費が自治体財政に深刻な
影響を与えたことを示した。財政再建を必要
とする自治体では、労使関係の見直しが進ん
でおり、2010 年にウィスコンシン州が公務
員に労働基本権を制約する立法措置をした
ことで、全米に広がる動きとなった。これら
の動きは、公務員の権利よりも民主主義を優
先したものとして議論され、自律的な労使交
渉ではなく、議会の立法による給与決定が進
んだ。日本でも、労働協約締結権の付与に消
極的だったのは、財政民主主義を労働協約が
制約するのではないかと考えられたからで
ある。インタビューを行ったピッツバーグ市
でも、財政再建に向けた人件費削減が行われ
ており、公務員の生産性を高める業績評価や、
任期付公務員（at will employment）の導入
が行われている。米国では、労働基本権の制
約を強めながら、民間と類似の人事管理を行
うという、公務員にとって両面での制約が生
じている実態を明らかにした。この状況は、
労働基本権が制約された状態で、同種の改革
が行われている（行われようとしている）日
本の現状と結果的に近いものとなっている
といえる。 
 
（２）米国では、公務員に上記の制約が生じ
ているが、それでも公務員がモティベーショ
ンを維持することができるかについての研
究がある。1990 年代にペリーが着手し、現
在は世界に拡大している、公務モティベーシ
ョン研究である。ただし、日本でこれを実証
的に進めた研究はなく、本研究で進められれ
ばと考えた。2 年度（最終年度）に文献調査
を行い、将来の調査に向けた質問事項を整理
した。ペリーは、公務員のモティベーション
を、合理性、規範、感情に分類したうえで、
政策決定への関心、公益への貢献、自己犠牲、
哀れみの気持ちという４つの尺度によって
測定可能であるとした。ペリーらの研究では、
雇用の安定性や生活の質の向上は公務員の
モティベーション研究の対象から除かれて
いたが、国際研究では対象とされるようにな
っている。公務に関する様々な人事管理改革
は、公務員のモティベーションにマイナスの
影響を与えることが想定されるが、あわせて
モティベーションの要因を分析し、公務員を
動機づけてサービスの質を高める方策を検
討することができた。 
 
（３）以下は、これまで述べた国際的な現
地・文献調査から発展した日本に関する議論
である。日本での公務員に関する環境変化と
して、非正規公務員の増加がある。公務員法
上、正規職員が原則であり、非正規公務員は
きわめて例外的存在であるが、実際には非正
規公務員が急速に増加している。米国が財政
再建のために、任期付公務員を導入している
のと同様に、日本でも任期付職員法が整備さ

れた。しかし、実際の自治体の現場では任期
付職員に切り替えるのではなく、それ以前の
臨時職員等のまま雇用を継続している実態
がある。臨時職員等は、法的には最大でも 1
年間の雇用とするのが原則だが、それを事実
上継続するものであり、非常に不安定な地位
となっている。非正規公務員の実態について、
判例を整理するとともに、任期付職員への切
り替え上生じる障害について、聞き取りを通
じて明らかにした。 
 
（４）2014 年に地方公務員法が改正され、
すべての地方自治体に人事評価制度の導入
が義務付けられた。人事評価制度の導入をめ
ぐっては、公務員への制約を強めるならば労
働基本権の保障が前提になるとの職員団体
からの要望によって、導入が難しかった経緯
がある。しかし、公務員に対する国民の信頼
を高め、サービスの質を維持するために、人
事評価制度が導入されることとなった。職員
団体には導入に消極的な動きもあったが、法
整備がなされたために、具体的な制度設計を
めぐって労使が議論する段階に入っている。
人事評価制度には、公務員の労働状況を調査
し、勤務態度や能力に基づいて、質の低い公
務員に必要な研修や矯正を施す目的と同時
に、質の高いサービスを提供する公務員のモ
ティベーションを高める両面の目的がある。
文献調査、現地調査を通じて、人事評価制度
の導入は、円滑な労使関係によって支えられ
ること、給与や人事管理を平等とせずある程
度選抜を行うことで特に若年層のモティベ
ーションに寄与すること、特に管理職のマネ
ジメント力が課題になっていることを明ら
かにした。 
 
（５）公務員が「全体の奉仕者」であるとい
う時には、特定の会派、政党のために働かな
いことも重要な要素である。しかし、近年、
国政、地方自治体ともに政治的リーダーシッ
プが強化され、特に幹部公務員について、政
治的中立性とリーダーを支える役割との間
に疑問が生じている。国政では、2014 年に
内閣人事局が創設され、幹部公務員の人事管
理に各省のみならず内閣が関与する仕組み
が導入された。また、地方自治体は、もとも
と大統領制に近い政治制度となっているた
め、首長の交代と政策変化の関係が、より顕
著である。この問題は、幹部レベルでの変化
であるため、職員団体に所属する公務員の直
接の関心ごとではないが、特に地方レベルで
は、職員団体とリーダーが密接に活動し、首
長の選出に深く関与する例、本来は政治的中
立性を備えるべき一般職員が、事実上首長選
挙に参画する例などが指摘されてきた。本研
究では、国政における公務員の政治的中立性
と公務員制度改革、政治任用との関係につい
て、国際比較と日本の歴史的考察を行い、著
作（図書①）を公表した。また、アメリカ行
政学会で、国際比較を交えて、人事管理改革



の政治的中立性への影響に関する研究報告
を行った（学会発表①）。 
 
（６）以上の成果を通じて、「全体の奉仕者」
概念の再定義を迫る公務環境の変化、公務員
に導入された民間企業に近い人事管理につ
いてその実際を明らかにした。それにより、
公務員も労働者とみなす慣行が蓄積されて
いるが、労使関係の再構築は必ずしも進んで
いないことを体系的に示した。それへの代替
として、公務員のモティベーションを高める
方策を検討する必要性を指摘した。 
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